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１．PPP/PFIとは
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公的不動産の利活用（定期借地権等）

Park-PFI

設置管理許可制度

4

官民連携？公民連携？PPP？PFI？

行政と民間が連携した公共施設等の整備運営の取組全般を官民連携やPPPと呼び、そ
の中の代表的な手法がPFIです

官民連携≒公民連携≒民間活力の導入≒PPP（Public Private Partnership）

PFI（Private Finance Initiative）

出所：国土交通省「令和2年度版官民連携事業（PPP/PFI）のすすめ」を参考に作成

DBO（Design-Build-Operate）

DB（Design-Build）

包括管理委託

公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金
の効率的使用や行政の効率化等を図るもの。

PFI法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の
資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。

公共が支払うサービス購入料で費用を回収するPFI事業
（サービス購入型PFI事業）

収益施設の併設・活用など事業収入で費用を回収するPFI事業
（収益型PFI事業）

公共施設等運営権制度を活用したPFI事業
（コンセッション事業）

PFI以外の様々な手法

・
・
・
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地方公共団体にとってのメリット

地方公共団体を取り巻く課題への対応策の一つがPPP/PFIです

施設の老朽化

厳しい財政状況

マンパワーの不足

地域課題への対応
（人口減少等）

サービス水準の向上

財政負担の軽減

業務負担の軽減

低未利用資産の増加

地域活性化・魅力向上

維持管理水準の向上

 設計、建設、維持管理・運営を長期にわたっ
て一体的に実施することによるコスト削減

 運営収入の増加
 低未利用資産を活用した民間収益事業によ
る賃料収入等の獲得

 民間資金の活用による財政負担の平準化
（PFI事業等の場合）

 一括発注による発注業務の事務負担軽減
 直営からの切り替えによるコア業務への集中

 計画的な維持管理・修繕による施設の長寿
命化

 住民の満足度向上
 利用者の増加

 付帯事業や民間収益事業、イベント実施等に
よる賑わいの創出

地方公共団体を取り巻く課題 PPP/PFIに期待される効果

・
・
・

課題に対する
打ち手としての

PPP/PFI
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【参考】PFI事業開始時の期待と終了時の評価結果

PFI事業終了時点の評価に関する調査では、財政負担の縮減や利用者増加、地域経済
の活性化等について効果があったとする回答が9割以上との結果が出ています

出所：第11回PFI推進委員会事業推進部会における内閣府民間資金等活用事業推進室資料「PFI事業における事後評価の実施状況調査結果」
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PPP/PFI事業は参画する民間事業者にとっても様々なメリットが考えられます

民間事業者にとってのメリット

新たなビジネス機会の創出
 従来は公共が担っていた業務が民間事業者の業務範囲になることにより、新たなビジネ
ス機会の創出につながることが期待される

 民間収益事業の成立が困難な地域であっても、公共施設との一体的な整備や地方公
共団体との連携等により成立可能性の向上が期待される

長期安定的な業務実施

異業種や大手企業との協業
による新たな知見の獲得

社会的イメージの向上

地方公共団体との
関係性の深化

 PPP/PFI事業は10年以上の長期での業務期間となることが多いため、中長期を見据えた
取組や設備投資、人材確保等がしやすくなる

 PPP/PFI事業は業務範囲が広く、他社とコンソーシアムを組成して事業参画するケースが
多いため、その過程で異業種や大手企業の知見に触れ、自社のノウハウ獲得や新たな
領域への進出のきっかけ等につながることが期待される

 PPP/PFI事業は10年以上の長期での業務期間となることが多いため、PPP/PFI事業を通じ
て地方公共団体との関係性が深まり、地域のパートナーとして様々な領域への事業展開
につながることが期待される

 中長期的に公共的な事業に携わることや、PPP/PFI事業と合わせて地域貢献等の独自
の取組を展開することなどにより、地方公共団体のみならず住民や施設利用者との関係
性も深まり、企業の社会的イメージの向上につながることが期待される



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

２．PPP/PFIの特徴
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ポイント
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従来型公共事業とPFI事業の比較

PPP/PFI事業には包括発注や長期の事業期間といった特徴があります
一方、民間による資金調達はPPP事業の中でもPFI等の一部手法における特徴です

出所：国土交通省「令和2年度版官民連携事業（PPP/PFI）のすすめ」

 従来型公共事業では事業の段階に応じて個別に発注していた業務（設計、建設、運営、維持管
理）を包括的かつ長期間の業務として発注する点がPPP/PFI事業の特徴です。
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ポイント

10

仕様発注と性能発注

仕様発注ではなく性能発注である点もPPP/PFI事業の特徴です

 PPP/PFI事業は民間事業者の創意工夫の発揮が期待されるため、細部まで仕様を定める「仕様発注」
ではなく、その事業や施設を通じたサービス提供の水準を規定する「性能発注」が基本となります。

 ただし、PPP/PFI事業においてもすべての内容を性能発注の考え方で規定することは現実的ではありませ
ん。あくまで従来型の公共発注との相対的な違いである点を理解する必要があります。

仕様発注 性能発注

概要*1
発注者が施設の構造、資材、施工方法等に
ついて、詳細な仕様を決め、設計書等によって

民間事業者に発注する方式

発注者が求めるサービス水準を明らかにし、
事業者が満たすべき水準の詳細を規定した

発注のこと

採用される事業 従来型の公共発注 PPP/PFI事業全般

民間事業者の創意工夫 余地は小さい 余地は大きい

発注者の意図反映
発注者の意図通りの施設整備や

運営が実現しやすい
（が、それが本当に最適な内容かは別問題）

的確な要求水準を設定できれば、想定以上の
施設整備や運営の実現が期待できる

（が、要求水準の検討が甘い場合はその逆も
あり得る）

*1：内閣府民間資金等活用事業推進室HPを参考に作成
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PPP/PFI事業

（参考）
従来型
公共事業
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PPP/PFI事業の一般的な流れ

PPP/PFI事業では、検討の過程で官民対話（サウンディング）の機会が設定されることが
特徴的です

基本構想 基本計画 導入可能性調査 事業者公募・
選定・契約

事業実施
（整備及び長期の管理運営）

基本構想 基本計画 基本設計 実施設計 建設 管理運営

発注 発注 発注 発注 発注 発注 発注 発注

契約

• 従来型公共事業と同様の
プロセス

• ただし、この時点でPFI事業
としての実施が想定される場
合には、構想・計画段階か
らの官民対話（サウンディン
グ）の実施も有効

• PFI事業として実施する
ことの有効性や妥当性を
検証する特有のプロセス

• この過程で官民対話
（サウンディング）を行
い、事業内容へ反映を
検討

• PFI事業の場合は、
実施方針の公表、
特定事業の選定
などPFI法に基づく
プロセスが必要

• 価格だけでなく提
案内容を評価して
事業者を選定

• 整備から管理運営までを包括
的かつ長期的に実施

ポイント
 PFI事業では事業者の創意工夫や長期安定的な事業実施が一層重要となることから、検討段階にお
ける官民対話（サウンディング）の機会が設けられることが特徴です。

基本
設計

実施
設計 建設 維持管理

・運営
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官民対話（サウンディング）の概要

官民対話（サウンディング）は、事業内容を検討する地方公共団体にとって有益であるだ
けでなく、事業参画を検討する民間事業者にとっても有益です

サウンディングの様子

 官民対話（サウンディング）への参加は、事業内容への自社の意見の反映や、事業に関するより詳細
な情報の入手の機会であることから、地方公共団体のみならず事業者にとっても有益であり、参画を検
討する事業者は積極的に参加することが重要です。

ポイント

出所：国土交通省「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き（概要）」、国土交通省「地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント（令和2年1月更新版）」
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PPP/PFI事業において民間事業者が担う役割

民間事業者の視点では、多岐にわたる業務を実施するため、異業種を含む複数事業者に
よるコンソーシアムを組成して事業参画するケースが多い点が特徴的です
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包括発注のため幅広い領域をカバーする必要がある

 1事業者ですべての業務領域を担うことは困難な場合が多いため、異業種を含む複数事業者によるコン
ソーシアム（事業者グループ）を組成して公募に臨むことが一般的です。ポイント
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【参考】PFI事業の実施体制

PFI事業の場合、選定されたコンソーシアムはSPC（特別目的会社）を設立して地方公共
団体と契約し、金融機関から融資を受けるため、金融や法律の知識も要求されます

ポイント

 事業者公募の結果選定されたコンソーシアム（事業者グループ）は事業実施にあたり、対象事業の実
施のみを目的とする会社（SPC：特別目的会社）を設立し、当該SPCが公共との契約主体となり、実
際の業務はSPCから発注を受けた各企業が実施することが一般的です。

 SPCは事業実施にあたり出資や融資を受けるため、従来型公共事業には登場しない出資者や金融機
関が事業の利害関係者として登場します。

出所：内閣府「PFI事業導入の手引き（基礎編）」
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PPP/PFI事業の
プロセス

民間事業者の
対応プロセス
（一例）
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PPP/PFI事業の流れに応じた民間事業者の対応（一例）

PPP/PFI事業は体制構築や提案書作成に時間を要するため、民間事業者は早期から官
民対話（サウンディング）への参加や体制構築等に動き出すことが重要です

ポイント
 PPP/PFI事業への参画は、体制構築に時間を要するほか、提案項目も多岐にわたるため、事業者公募
が開始される前から官民対話（サウンディング）への積極的な参加等により情報収集を行うとともに、
他社や金融機関等と体制構築に向けた調整を始めるなど、事業者公募・選定に円滑に対応できるよう
準備を進めておくことが重要です。

情報収集

官民対話
（サウンディング）
への参加

事業参画に向けた
体制構築

（コンソ組成等）

提案書
の作成

事業実施
（整備及び長期の管理運営）契約

調整
官民対話

（サウンディング）
への参加

基本構想 基本計画 導入可能性調査 事業者公募・
選定・契約

事業実施
（整備及び長期の管理運営）

契約

基本
設計

実施
設計 建設 維持管理

・運営

基本
設計

実施
設計 建設 維持管理

・運営
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主な手法別の業務範囲等

ここまでPFI事業を中心に説明しましたが、多種多様なPPP手法にはそれぞれ特徴があり、
案件の特性に応じて官民双方が取り組みやすい手法を選択することが重要です

主な手法
民間事業者の業務範囲

備考
設計 建設 維持管理

・運営 資金調達

PFI ○ ○ ○ ○
PFI法に基づく所定の手続が必要コンセッション

（公共施設等運営権） ― ― ○ ○

DBO ○ ○ ○ ― ―

DB ○ ○ ― ― ―

公的不動産の利活用
（定期借地権等） ○ ○ ○ ○ 借地借家法に基づく契約

Park-PFI ○ ○ ○ ○
都市公園における事業に適用可能

設置管理許可制度 △ △ ○ △

包括管理委託 ― ― ○ ― 複数の業務を長期の事業期間で包括的
に委託

ポイント
 PFIは整備運営だけでなく金融、法律など多岐にわたる専門知識が必要となることは否めません。ただし、

PFI以外にも官民双方にとって取り組みやすい多種多様なPPP手法が存在しています。
 常にPFIが最も優れているわけではなく、案件の特性に応じて最適な手法を選択することが重要です。



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

３．小規模団体や地域企業とPPP/PFI
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出所：第33回PFI推進委員会計画部会における内閣府民間資金等活用事業推進室資料「PPP/PFI事業の実施状況に関する参考資料」

地方公共団体別PFI事業数（令和4年3月31日時点）

人口10万人未満や10万人ー20万人の地方公共団体においても、PFI事業を経験した団体
数や実施件数は着実に増加しています
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出所：内閣府民間資金等活用事業推進室資料「令和3年度PFI事業における地域企業の参画状況」

令和3年度 PFI事業における地域企業の参画状況

8割以上のPFI事業では地域企業が参画しており、代表企業として中心的な役割を担って
いる事業も4割以上となっています
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出所：内閣府資料

ローカルPFIの概要

国が定める令和5年改訂版のPPP/PFI推進アクションプランに「ローカルPFI」が明記され、今
後は地域企業の参画促進や地域産材・人材の活用・育成の一層の推進が期待されます
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４．まとめ
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その理解、もしかしたら誤解かも？

本日の勉強会をきっかけに、身近な事業や施設におけるPPP/PFIの可能性を検討してみる
ことが取組の第一歩になるかもしれません

儲かる施設ではないから
PPP/PFIは関係ないのでは・・・

うちの地域には
PPP/PFIに対応できる
事業者がいないから・・・

人口が少ない自治体だから
PPP/PFIは無理だよなあ・・・

官民連携のタネはみなさんの身近なところに埋まっているかもしれません！

 独立採算事業だけがPPP/PFI事業ではありません。
 公共側から見たPPP/PFIに期待される効果は、サー
ビス水準の向上、業務負担の軽減、コスト削減、
地域活性化など多岐にわたります。

 8割以上のPFI事業で地域企業が参画しています。
 現在、指定管理や委託で民間事業者に発注して
いる業務があれば、その範囲・期間・裁量等を広
げるところから検討することも一案です。

 人口10万人未満でもPFI事業に取り組む地方公
共団体は増えています。

 PFI以外にも様々なPPP手法があり、それぞれの地
域や施設に応じた官民連携のあり方を検討するこ
とが重要です。
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